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対中依存を深める台湾経済

劉
りゅう

文 甫

概 況

年 月の台北，高雄両市長選挙は， 年 月の台湾総統選挙の前哨戦と

いう意味をもっていた。結果は，現職候補の野党国民党の馬英九台北市長と与党

民進党の謝長廷高雄市長がそれぞれ当選した。台北市で圧勝した国民党は，第

野党の親民党と次期総統選に向けて，野党統一候補を擁立することに合意した。

野党の統一候補が実現すると，再選をめざす民進党の陳水扁総統には大きな脅威

となる。陳総統は 月以来民進党主席を兼務し，激化する与野党の対立緩和や膠

着状態にある対中関係の改善に取り組んでいる。しかし，陳総統が 月に発表し

た 一辺一国 論（中国と台湾はそれぞれが一つの国であるとの認識）は，中国から

厳しく批判され，中台関係の今後に影響を与えかねない。

高い失業率，株価の低迷，内需の低調などにみられるように，台湾経済の不況

は依然として続いている。しかし， 年の GDP の実質成長率は ％と前年

のマイナス成長（ ％）から好転した。中国を中心とする対アジア向けの輸出

が増加し，対外輸出が全体で前年比 ％増となり，外需が成長率を押し上げた。

中国へのハイテク産業の流出に慎重だった民進党政権は， 月に半導体 のシ

リコンウエハー（基板）の対中投資に踏み切り， 月には台湾企業や個人の対中直

接投資も解禁した。経済界の意向を受けて，政府は現実的な対中経済拡大政策を

進めせざるをえない。

台湾は 年 月よりWTO（世界貿易機関）に正式加盟した。しかし， 月の

WHO（世界保健機関）総会では，中国の反対により台湾のオブザーバ参加は認め

られなかった。台湾の国連加盟申請案も 月に門前払いとなった。その前の 月

に台湾とナウルが断交したことにより，台湾を承認する国は カ国に減少し，国

際社会における台湾の孤立は続いている。一方，湯曜明国防部長は 月，米台断

交後初めて国防部長として訪米した。湯部長は，アメリカの政府関係者と台湾へ

の武器売却問題や台湾の防衛戦略などを話し合い，米台軍事交流の強化を内外に

概 況
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印象づけた。

游錫 内閣発足

年末の立法院選挙で民進党の政権基盤を強化した陳総統は，経済再生の優

先策や 年の総統選挙での再選を目指すため， 月 日に新行政院長に游錫

総統府秘書長を任命した。これを受けて，張俊雄行政院長を首班とする前内閣は

同日，総辞職を表明した。陳総統が 挑戦を迎え奮闘する 戦う内閣 である

と位置づけた游錫 内閣は， 月 日に発足した。新内閣では，経済に強い林信

義経済部長が行政院副院長に昇格し，経済建設委員会主任委員も兼任した。外交

部長には簡又新総統府副秘書長が起用されたが，これまで外省人（中国大陸出身

者）が占めてきた国防部長には，初の台湾籍軍人である湯曜明参謀総長が抜擢さ

れた。しかし，経済部長に就任した初の女性として注目された民間出身の宗才怡

中華航空総経理（社長）は，就任して 日間で辞任に追いこまれた。行政経験の不

足と，立法院で野党議員の賛成を得られなかったのが理由である。翌日，その後

任に林義夫経済部次長が昇格した。

游内閣は，農会（農協）と漁会（漁協）の金融部門改革問題で 月に 名の閣僚を

更迭せざるをえなかった。農会と漁会は不動産投機などの失敗で，多額の不良債

権を抱え金融不安の温床になってきた。陳政権は農漁業系金融部門の統廃合や公

的資金の注入による不良債権の強制処理に着手した。だが，融資が厳しくなり，

生存権が脅かされることを恐れた農漁民は 日，台北で金融改革に反発するデモ

を行った。陳総統の改革は，農村部に集票基盤をもつ国民党からも反対され，デ

モの規模は台湾史上最大の約 万人に達した。游行政院長は混乱の責任を取り辞

意を表明したが，陳総統に慰留された。李庸三財政部長と范振宗農業委員会主任

委員が， 日に辞任に追い込まれた。後任の財政部長に林全行政院主計局長，農

業委員会主任委員に李金竜動植物防疫検疫局長が 日に就任した。

陳水扁総統，民進党主席に就任

民進党は 月 日，台北市で開かれた臨時全国党員代表大会で， 総統は在任

中に党主席を兼任することができる， 総統を補佐する 人の副主席を新設

する， 党主席は 名の中央常務執行委員を指名することができる，などの党改

国 内 政 治
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革案を承認した。その背景には陳総統が 年 月の総統就任時，党務から離れ

るという選挙公約をしていたことがあった。行政府と党との意思統一の欠如，党

指導体制の後退による党内の激しい派閥対立がもたされたため，民進党には党運

営の機能低下に対する危機感があった。

月 日， 月の臨時党大会で承認された党改革案を具体化するために開かれ

た民進党第 期全国党員代表大会で，陳総統は公約を破る形で党務に復帰し，正

式に第 代党主席を兼任した。新体制は 党政同歩 （与党と政府が同じ歩調をと

る）を掲げ，党内派閥のバランスを重視する挙党体制の強化や与野党対立の緩和

を図る政権運営の安定などを課題に，内政や対中関係などの諸問題で強い指導力

の発揮を目指した。党大会は，党内派閥のバランスをとることに配慮して，中央

常務執行委員 名（福利国連線 謝長廷，蔡同栄，蘇貞昌。正義連線 陳其邁，高志

鵬。新潮流系 洪奇昌，林錫耀，陳菊。美麗島系 許栄淑，陳勝宏）を選出し，それ

に陳主席，主席指名による游錫 ，張俊雄，張俊宏の 常務執行委員，自動的に

常務執行委員になる柯建銘立法院民進党団招集人等 名を加えると， 名の新し



い民進党の最高意思決定機関のメンバーが誕生した。

一辺一国 論

台湾に多く残る 中華 または 中国 を冠する企業や団体の名称を 台湾

に改める 台湾正名運動 のデモが 月 日，台北市内で約 万人規模で行われ

た。中心的役割を果たしている台湾独立派の各団体から結成された 台湾正名運

動聨盟 は，国号を 台湾国 もしくは 台湾共和国 に変更することを要求す

るなど七つの要求を盛り込んだ共同声明を発表した。陳総統は早くも 月 日，

月発行予定の台湾の新パスポートの表紙に 中華民国 だけでなく，

Taiwan の表記を加える方針を発表した。しかし，外交部は 月 日，中国統

一派と台湾独立派双方からの反対が強く，コンセンサスが得られないとの理由で，

当初新パスポートの表紙に付記するとしていた Taiwan の英文表記は加えず，

デザインの変更も見送ると発表した。

月 日から東京都内で開催された第 回世界台湾同郷会の年次総会は， 台

湾正名運動 をめぐる具体的な実施を政府に要求した。陳総統は 日，インター

ネットを通じて， 台湾は主権独立国家であり，中国とは 一辺一国 で明確に

分けなければならない， 万人の台湾人民は台湾の運命および現状を決定す

る権利がある， それに関する住民投票の立法化の重要性と切迫性を真剣に考え

なければならない，などのメッセージを送った。この発言は，李登輝前総統が

年 月に述べた 中国と台湾は特殊な国と国の関係 であるとする 二国

論 に事実上踏み込んだものである。これに対し中国の国務院台湾事務弁公室と

共産党中央台湾工作弁公室は， 月 日に連名の談話形式で陳総統を名指しし，

少数の台湾独立分子の陰謀を台湾人民に強要している と強く批判した。陳総

統は 日，対中関係の悪化を懸念して，民進党が 年 月の党大会で採択した

対中政策の基本文書である 台湾前途決議文 などの基本的考え方に変化はない

との姿勢を強調した。

游行政院長は 月 日に立法院で初の施政方針演説を行い，中台関係について

双方が協力し，平和共存を図るために，相互に人員を派遣し，ともに関心を持

つ問題について幅広く意見交換しよう と中台対話の再開を呼びかけていた。ま

た，中国の銭其 副首相は 月 日，多数の民進党員に対し適当な身分で訪中し

て理解を深めることを歓迎すると，初めて公式に呼びかけた。しかし，中国国務

院台湾事務弁公室は 日，陳総統や呂秀蓮副総統については ごく少数のかたく

年の台湾



なな台湾独立派 に属すると述べて，現状では中国訪問を拒否する方針を表明し

た。このように，中国は陳総統や呂副総統と一般民進党員を区別して，台湾首脳

には厳しい姿勢で臨んでいる。

台北，高雄市長選挙

次期総統選挙に大きな影響を与える台北および高雄両市長選は， 月 日に投

開票が行われ，国民党の馬英九台北市長と民進党の謝長廷高雄市長の現職市長が

それぞれ当選した。今回の選挙は，対中政策や経済運営などをめぐる陳政権への

信任投票の意味合いもあり，与党と野党が全力を挙げて支援合戦を展開した。投

票率 ％の台北市長戦では，台北市内の松山空港を中国との直行便向けに開放

すべきだと主張した外省人（香港生まれの中国大陸出身者）の馬市長は，中台統一志

向の外省人から中台現状維持派の本省人（台湾出身者）まで幅広い支持を集めて

万票を獲得した。台湾独立運動家として政治投獄された経験をもつ対立候補の民

進党の李応元・前行政院秘書長は， 万票しかとれず大敗を喫した。

一方， 人が立候補した高雄市長選挙（投票率 ％）では，李・前総統が主導

する 台湾団結聯盟 の支持を得た謝長廷高雄市長が 万票を得て， 位の国民

党候補の黄俊英・前高雄市副市長の 万票を僅差で破り当選した。野党第 党の

宋楚瑜親民党主席が国民党候補支持を表明したことによる野党共闘が，謝市長の

苦戦をもたらしたのである。

両市長戦とも 民進党対国民党 の対決構図のなかで行われた。国民党が台北

市長選で大勝利を収めただけではなく，民進党の強い地盤である高雄市長選で善

戦したことから， 大野党の国民党と親民党の協力機運が急速に高まった。もと

もと 月 日の立法院の正副院長選挙で，国民党が正副院長を独占し院内主導権

を掌握していることから，陳総統は厳しい政権運営を迫られてきた。国民党の連

戦主席と親民党の宋楚瑜主席は 月 日，台北市内で党首会談を行い，次期総統

選で野党統一候補を擁立することに合意した。このほか，両主席は 中華民国

の現憲法体制を擁護しながら，経済振興，中台関係の安定，政治改革などのため

の政策合意が必要と訴えた。国民党は，すでに 月 日に開かれた国民党第 回

中央委員会第 回全体会議で，立法院の江丙坤副院長ら 人の党員が提出した

連主席を第 回総統選挙の候補とする議案を可決している。

月 日に台北と高雄両市の市議の同時選挙も行われたが，高雄市では 議員

が選ばれ， 日の議長選で，無所属の朱安雄・前市議が国民党と親民党の支持で

対中依存を深める台湾経済



当選した。だが，朱議長の議長選での買収疑惑が浮上し，高雄地検は 日に議長

夫妻を逮捕した。権力と金権の癒着体質が示された今回の事件には，正副議長を

含む 数人の議員も関係しており，国民党と親民党は関係議員の処分に踏み切り，

党のイメージの回復に努めた。

軍の構造改革

立法院は 年 月 日に可決した軍に対する文民統制を明確にした 国防

法 と 国防部組織法修正案 を可決し， 年 月 日より施行した。同日，

国防構造改革のスタートとなる新編成式典が，台湾軍の統帥者である陳総統の主

宰で挙行された。関連法の 参謀本部組織条例 がすでに 年 月 日に立法

院を通過したことで，これまでの軍令（作戦指揮）と軍政（人事，兵器調達）の二元的

構造がこれで一本化されるようになり，国防部副部長格の参謀総長（作戦指揮），

軍政副部長（人事），軍備副部長（兵器調達）を国防部長の下に置き，総統が国防部

長を通じて軍を指揮する体制が確立した。このような軍の構造改革を通して，台

湾軍は従来国民党軍の色彩が濃厚だった 党の軍隊 から 軍の国家化 へと脱

皮した。この改革により，国防体系の職責関係が明確になり，軍の近代化が可能

になった。湯国防部長は 月 日，軍事予算を先端兵器の購入に振り向けるため，

年から台湾の軍隊の兵員数を毎年 万 人ずつ削減し， 年までに総兵

力を 万人から 万人に削減する計画を明らかにした。

中台の民間交流

台湾は 年 月に金門島や馬祖島と中国福建省との間の直接の通航（小三通）

を許可したが，中国が許可したのはこれまで観光船の来訪だけだった。 年

月 日には福建省に駐在する台湾人ビジネスマンらがアモイと金門島を結ぶ直航

ルートを利用して初めて帰省した。また，同月 日には初の中国貨物船 中洲

号 （アモイ国貿集団所属）が金門島料羅港に入港した。台湾はまた， 年 月

に海外在住の中国人に限って観光目的での台湾訪問を解禁した。 年 月 日

に日本在住の中国人華僑 人が初めて台北を訪れた。中国の対台湾民間交流機構

海峡両岸関係協会 は 月 日，香港よりも接触の秘密が保ちやすいマカオに

台湾との新たな接触拠点として駐在事務所を開設した。
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成長率と物価

年の GDP 実質成長率は， ％と前年のマイナス成長からプラス成長に

転じた。四半期別の成長率をみると，第 四半期が ％，第 四半期が ％，

第 四半期が ％，第 四半期が ％と，下半期に景気が好転した。高い失

業率（年間平均失業率は ％，失業者数は 万 人），株価の低迷，緊縮財政な

どの要因により内需は低調で，民間消費が ％増，民間投資が ％増と，とも

に ％台の伸びにとどまった。中国向けの原材料輸出の増加で輸出増加率が

％となり，輸入成長率 ％を上回ったため，外需が成長率を押し上げる効

果をもたらした。電子，鋼材，機械諸産業の活況で，製造業の成長率は ％に

達した。 年の GNP 規模は 億 ， 人当たり GNP が 万 となっ

たが， 年の 人当たりの GNP 万 に比較すると も減少したの

で，不況が続くなかで国民所得が伸びていないことを窺うことができる。

年の消費者物価指数は，前年比で ％低下と史上最大の下落幅を記録し

た。前年の ％の低下に続く 年連続の下落だが，不動産価格の下落や通信

サービス料の低下が物価水準を引き下げ，デフレ傾向が一段と強まった。卸物価

指数は，前年比で ％の微増である。

対外貿易

年の台湾の輸出総額が 億 ，輸入総額が 億 となったので，

貿易黒字幅は 億 と 年以降の最高を記録した。主な輸出先である対米

輸出が前年比 ％も減少したほか，対日輸出も同 ％減少したことから，対日

赤字幅は同 ％増の 億 に達した。これと対照的に中国大陸市場への再輸

出を含む対香港輸出は，対前年比 ％増の 億 と輸出総額の ％を占め，

初めてアメリカ（輸出総額の ％）にとってかわって最大の輸出先となった。台

湾の部品・素材産業の対中投資が政策的に制限されている状況の中で，台湾企業

の中国での組み立て工場の増加で鋼材，合成樹脂， IC半導体，液晶など部品・

材料の対中輸出が急増したからである。

また，台湾企業の 年上半期の対中投資額（認可ベース）は対中投資ブームの

年同期よりも ％増の 億 万 に拡大したが，同期の台湾域内の民間

経 済
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投資は実質で ％も減少している事実とは対照的である。 年の台湾の対中

投資額（認可ベース）は前年比で ％増の 億 万 になっており，対中投資

は台湾の対外投資額の ％を占め，台湾経済の高い対中依存を如実に示してい

る。

強まる中台の経済関係

中国の戴相龍中国人民銀行総裁は 月 日，台湾の彰化銀行と世華聯合銀行に

初めて中国大陸での駐在員事務所設立を認可したことを明らかにした。台湾で

番目の規模の世華聯合銀行は， 月 日に台湾の銀行として初めて上海市に事務

所を開設した。台湾の行政院は， 年 月に台湾の銀行が中国大陸に駐在員事

務所を設立することを解禁したが，台湾企業の中国大陸進出を資金調達の面で後

押しするこの措置で，今後中台間の資金取引が一層活発化することが予想される。

台湾の各銀行は 年 月 日から中国の中国工商銀行，中国銀行など主要銀行

との間で直接送金を扱う業務を開始した。

台湾はこれまで，中国資本の不動産投資を全面的に禁止していたが，立法院は

月 日，中国企業や個人などによる台湾での不動産投資を許可制で認める関係

条例修正案を採択した。ただし，林業，農牧業，塩田，鉱山，水源地，軍事関係

地などについて，台湾住民の安全と権益保護の観点から，中国資本による投資は

禁止されている。一方，これまで台湾資本の香港など第三国・地域経由の対中投

資しか認めなかった経済部は， 月 日から台湾の企業や個人による中国への直

接投資を解禁した。行政院も同日，金門や馬祖両島と中国福建省間の直接往来

（小三通）を両島住民だけでなく，福建省に投資する台湾の企業人にも認める方針

を決めた。経済部はさらに 月 日に台湾企業による中国での不動産投資を条件

付きで解禁した。これはWTO加盟に関連する措置であるが，初年度の投資総額

が 億元以下で，経済工業区や公共建設などの開発は認可しないことなどが条

件となっている。

ハイテク産業の流出で産業の空洞化を恐れている台湾では，基幹産業の情報・

電子産業のなかで特に半導体の中国移転には慎重な姿勢を示してきた。陳総統は

年 月に解禁に向けて準備に入ったが，一部与党の反対で実施を延期した。

しかし，コスト引き下げを求める半導体業界の強い圧力を受けて，游行政院長は

月 日，台湾企業による半導体事業の対中投資を条件付で解禁すると発表した。

それによると，シリコンウエハー直径 までの旧設備から優先的に移転を解禁
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し， 年までに総投資額 億元， 工場の移転に限るとの 総量規制 を実

施する。さらに中国大陸にウエハー直径 工場を投資する台湾企業は，ウエ

ハー直径 工場を台湾に建設しなければならない。

株式・為替

株式市場では 月 日，ハイテク産業の底入れ感と中台関係改善への期待感か

ら，加権指数が終値 と 年 月以来の 台を回復した。海外の機

関投資家が主導し，半導体大手の台湾積体電路製造（TSMC），聨華電子（UMC）な

ど IT 関連株が買われたため， 月 日の加権指数は で取引を終了し

た。しかし，下半期には米ハイテク企業の業績に不透明感が強まり，アメリカ向

けのハイテク輸出に依存する台湾株の下げが加速化し， 月 日の加権指数は

となった。世界最大手の半導体ファウンドリー（受託生産）の TSMCが半

導体市況に悲観的な見通しを示したのを受け，半導体関連株が急落し， 月 日

の加権指数は と年初来安値を更新した。陳総統の 一辺一国 の発言

で中台関係の緊張が高まるなか， 月 日の加権指数が前週末比 ％の大幅安

を演じ，終値は とさらに安値を更新した。日米の株安が連鎖し， 月

日の加権指数が で引け， 台を割り込んだのは 年 月以来の

ことである。 月 日には加権指数が若干回復して となった。

台湾元は 月以降，円につれ安となり対ドルで約 ％も下落した。 月に情報

技術景気への先行き懸念から， IT 産業の集中する台湾経済への信認が揺らぎ，

台湾元を売る動きが加速化していた。 月 日， 元で取引を終え，

年 月以来の安値をつけた。 年の対台湾元の対ドル平均レートは

元である。

金融改革関連法が成立

台湾では不良債権の処理が大幅に遅れ，台湾の主要 金融機関の 年 月末

の不良債権総額は 億台湾元で， 年末よりも 億元増加した。立法院は

月 日，不良債権の処理と金融システムの改革を目指す金融再建基金設置法，

金融持ち株会社法などの金融関連法案を採択した。基金設置法は，公的資金を導

入し，金融機関の不良債権を処理するのが目的である。金融持ち株会社法は，金

融機関の合併を促して，金融システムの不安を未然に防ぐほかに，外資にも持ち

株会社を認め，資金の流入を促進することを狙っている。財政部は 月，不良債
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権を抱える金融機関の整理に着手し，約 人の査察員を の中小金融機関に派

遣した。派遣先は農会と漁会の信用部（金融部門）が中心で，強制的に査察して不

良債権を処理したうえで，健全な銀行と合併させる方針である。 ある農会と

漁会の信用部のうち，貸出総額に占める不良債権比率が 割を超える機関は

にのぼる。経営が悪化している一般銀行については，健全銀行との合併，持ち株

会社方式による集約など銀行側の自主的な処理に任せることにしている。しかし，

農会や漁会の不良債権を強制処理してきた陳政権は 月，農村部で農民や地方企

業などの借り入れが困難となり（ 月の通貨供給量Mの伸び率は前年比 ％増と過

去最低），信用収縮を懸念する声も強まったことから，農林や漁業系金融機関の

改革を延期することを決めた。

WTO 加盟とWHO 加盟の挫折

年 月 日，台湾は正式にWTOに加盟した。陳総統は，元旦のメッセー

ジで中国と台湾のWTO加盟について 両岸の経済貿易を積極的に推進し， 建

設的な協力関係 へと進めていきたい と対中経済重視を強調した。行政院は

月 日，中台貿易をさらに開放するべく，全産業品目の ％に相当する中国大陸

の農工業製品 品目の輸入を解禁した。しかし，経済部は 貨物および紡績製

品救済案件規定 に中国大陸の貨物および紡績製品の輸入に関する条文（ 月

日施行）を追加し，中国製品が台湾の国内市場の秩序に大きな影響を与えたとき

には，輸入量制限などの防御措置を発動できるようにしている。中国の鉄鋼緊急

輸入制限（セーフガード）発動をめぐる問題で，中国政府は 月 日にWTOセー

フガード協定に基づき，台湾との間で初めて対等な 中国と中華台北間協議 に

応じるとWTO事務局に正式に通知した。

台湾ではWTO加盟に伴い，従来の公営企業によるたばこ・酒の専売制度が廃

止され， たばこ・酒税法 および たばこ・酒管理法 が施行された。財政部

は 月初め，民間企業に初めて酒造免許を与えた。また，WTO加盟を受けた措

置として，立法院は 月 日，食糧管理法などの修正案を可決し， 年 月

日よりコメが関税化されることが正式に決まった。これによると，ミニマムアク

セス（最低輸入量）の 万 を超える分について， 当たり 元の関税が課

税された上で輸入が可能となる。

対 外 関 係



外交部は，WTO加盟に続き，WHOへの加盟を国際社会に復帰するための重

要なステップとして， 年の外交目標の一つに加えた。台湾は 年から毎年，

オブザーバーとしてWHOへ加盟する方式を提案してきたが，中国の反対で実現

することはできなかった。アメリカ下院は 年 月に下院が台湾のWHO加盟

を支持する第 号決議案を可決し，上院も 年 月 日に同議案を可決した。

さらに 月 日にはブッシュ米大統領が同議案に署名した。

ジュネーブでの第 回WHO年次総会は 月 日に開幕したが，本会議に先立

つ総務委員会で，台湾のオブザーバー参加問題が討議された。セネガル，パナマ

など カ国が賛成発言をしたのに対し，中国，フランスなど反対派は カ国にも

およんだため，議長裁定でこの問題を本会議の議題として取り上げないことが決

定された。日本の福田康夫官房長官は 日， 日本としては関係者の満足する形

で台湾がなんらかの形でオブザーバー参加することが望ましいと考える との日

本政府の立場を表明した。

台湾の国連加盟要求も失敗した。 年 月 日，ガンビア，エルサルバドル，

スワジランド，セネガルなど の親台湾諸国が国連事務総長に共同提案していた

中華民国の国連における代表権問題 について，国連総会の運営委員会は，同

提案を正式の総会議題に取り上げないことを決定した。台湾は 年から国連加

盟を申請してきたが，台湾の締め出しはこれで 年連続となった。 年に永世

中立を標榜していたスイスの国連加盟が承認されたため，国連未加盟国はバチカ

ンと台湾のみになった。

APEC 非公式首脳会義に復帰

年 月に上海で開催された APEC（アジア太平洋経済協力会議）非公式首脳

会義に欠席した台湾は，メキシコのロスカボスで 年 月 日に開かれた

APEC 非公式首脳会義には出席した。台湾総統府の陳師孟秘書長が 月 日，

APEC非公式首脳会議の台湾代表に，ノーベル化学賞受賞者の李遠哲中央研究院

（総統府直属の学術研究機関）院長を総統特使として派遣すると発表したことに対し，

中国は異論を唱えなかった。李代表は会議の前後にメキシコ，フィリピンおよび

ブルネイの各国首脳と個別会談した。 APEC閣僚会議には林義夫経済部長と李

庸三財政部長が出席した。しかし， 日に開かれた各国外相による非公式の

APEC反テロ会議 には，台湾の外交部長は招待されなかった。
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ナウルと断交

外交部は 月 日，南太平洋の島国ナウル共和国が 日に中国と国交を樹立し

たことに対し，台湾の利益と尊厳を守るため，ナウルとの外交関係を中止すると

発表した。同時に， 年 月 日の国交樹立以来実施してきた水利，電力，通

信システム，水産養殖などの経済，技術援助計画を中止することを明らかにした。

ナウルと断交したことにより，台湾が外交関係を持つ国はアフリカや中南米を中

心に カ国となった。

米台防衛サミット

ブッシュ米大統領は 月 日，北京での米中首脳会談で，台湾への防衛的兵器

の供与を保障する台湾関係法への支持を中国国内で公式に表明した。簡外交部長

は同日，ブッシュ発言を 台湾の利益に損失をもたらさなかった との談話を発

表した。 月 日，湯国防部長は立法院で， 月 日に米フロリダ州セントピー

ターズバーグで開かれる 米台ビジネス協議会 主催の 米台防衛サミット に

参加すると表明した。湯国防部長は，アメリカ政府から 中華民国国防部長 の

肩書でビザ発給を受けたのである。湯国防部長の訪米は非公式なものとはいえ，

米台軍事交流の格上げを内外に印象づけた。

湯国防部長は 年の米台断交以来，台湾の最高軍事首脳として訪米し，ウォ

ルフォウィッツ国防副長官やケリー国務次官補（東アジア・太平洋担当）らと会談

した。会談内容は明らかにされなかったが， 米台防衛サミット をボーイング，

ノーベル・ヘリコプター，ロッキード・マーティンなど民間の軍事関連企業が後

援していることからみて，台湾への防衛的兵器の輸出問題が話し合われたとみら

れる。 月 日，訪米した康寧祥国防副部長は国防総省でウォルフォウィッツ国

防副長官と会談した。米台双方は， ハードウエア である兵器売却ではなく，

台湾軍に文民統制を確立するための ソフトウエア である人的交流も強化する

必要性があるとの認識で一致した。陳総統の呉淑珍夫人も 月 日から私的に訪

米し， 日間の滞在中，ワシントンでボルトン米国務次官と会見した。台湾総統

夫人によるアメリカの首都訪問は戦後では初めてである。

月 日米下院に超党派議員 名からなる 台湾議員連盟 が正式に発足した。

この団体は 台湾独立を支持しない 方針を掲げ，米中の外交原則を尊重しなが

ら，台湾との友好関係強化を促進することを目的とした。発足と同時に同連盟は，

訪米中の蔡同栄立法委員を団長とする立法委員訪米団と共同記者会見し，米台友
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好協力声明に調印した。また，米国防総省は 月 日，台湾の防衛能力を強化す

る一環として，総額 億 万 相当の空軍基地の航空管制用誘導レーダーのほ

か， 月 日には最大総額 億 万 相当の武器を台湾に売却する方針を連邦

議会に通告した。売却対象は 対戦車用の空対地ミサイル ヘルファイアー

発および関連部品， 空対空ミサイル サイドワインダー 発および関連

部品， F 戦闘機， C 輸送機，レーダー，通信設備などの各部品， 強

襲揚陸人員輸送車 両など水陸両用車両関連，などである。このように，ブッシ

ュ政権は台湾との関係を強めたのである。

対日関係

年 月の日台断交後も，日本政府は外務省と経済産業省の共管の財団法人

交流協会 を通じて， ODA（政府開発援助）予算を台湾に供与してきた。日台断

交 年に当る 年，台湾の経済力か先進国レベルに達したこともあって，

年度を最後に ODA 予算である産業育成支援のための技術者派遣などを目的とし

た無償技術協力が打ち切られた。この間， 年度から 年度までの供与総額

は約 億円に達した。

台湾は議員外交を強化するため，江丙坤立法院長を団長とする立法院台日交流

聯誼会一行 人を 日 日日本に派遣し，日本の超党派の国会議員で構成される

日華議員懇談会と東京で 日台国会議員交流会議 を共催した。また，王金平立

法院長を団長とする超党派立法委員訪日団が 月 日に綿貫民輔衆議院議長と倉

田寛之参議院議長をそれぞれの議長公邸で表敬訪問した。

しかし， 一つの中国 を主張する中国側への配慮から，日本は日台間の政府

関係を認めていない。台湾訪問を認められなかった外務省の水野賢一政務官は，

月 日に辞表を提出，翌日閣議で承認された。また，日本外務省は慶応大学の

学生サ クル主催の講演会に出席しようとした李・前総統の訪日について，それ

が私的訪問にもかかわらず，日中関係への影響を考慮し， 月 日ビザ発給が困

難との見解を表明し拒否した。陳総統はこの日本の決定について，台湾訪問中の

民主党の菅直人前幹事長に対し不満を表明した。李・前総統の訪日を支援する

日本李登輝友の会 の設立総会が， 月 日に東京で開かれた。

モンゴルに代表処を開設

台湾は以前からモンゴルを 中華民国の固有の領土 の一部とみなしてきたが，

対中依存を深める台湾経済



年 月 日，行政院は 台湾地区と大陸地区人民関係条例 施行細則第 条

修正案を可決し，モンゴル共和国を中国大陸地区の範囲から外して独立国家とし

て取り扱うことにした。行政院大陸委員会も 月 日，憲法や行政の扱い上，独

立国モンゴルを中国の支配地域から切り離すと発表した。簡外交部長は 月 日，

台湾とモンゴルは相互に代表処を設置することに合意し，双方の経済，文化，観

光，労働などの実質的関係を強化するため，台湾が 月 日よりモンゴルのウラ

ンバートルに台北経済文化代表処を開設したと発表した。

代表処が開設される前，辜濂松無任所大使を団長とする企業代表団約 人が

月 日，ウランバ トルで開催された第 回台湾モンゴル経済協力会議に参加し

た。陳菊労工（労働）委員会主任委員ら 人も 月 日，モンゴル人労働者の台湾

への受け入れについて協議するため，モンゴルを秘密訪問した。モンゴル人労働

者の受け入れは，台湾にとってタイ，インドネシア，フィリピン，ベトナムおよ

びマーレシアにつぐ第 番目の外国人労働者の供給源となる。台湾は，このほか

ビルマからの外国人労働者の導入を検討中といわれる。

東南アジアで相次ぐ入国拒否

呂副総統は 月 日，私的訪問のためインドネシアに向かったが，出発までは

極秘にされたにもかかわらず，中国の猛反発でジャカルタ国際空港での入国を拒

否され，一行はそのままバリ島へ移動した。インドネシア政府は同日，呂副総統

の訪問は第 国への通過が目的であろうとする声明を発表した。だが，呂副総統

は 日に一転してジャカルタ入りを果たし， 日間の日程を終えて台湾に戻った。

日付の台湾紙 聨合報 が報道したメガワティ大統領との会談について，イン

ドネシア政府はそれを全面的に否定した。帰台途中，呂副総統がフィリピンに立

ち寄ろうと着陸許可を求めたところ，中国に配慮した比政府は許可しなかったと

いう。呂副総統は，今回のインドネシア訪問を 銃声のない外交戦争だった と

振り返り，改めて中国の東南アジアへの影響力を強く実感したようだ。陳総統も

月中旬，インドネシアを非公式に訪問する計画があったが，事前に情報が台湾

のメディアにリークされたため，急遽取り消された。

陳労工委員会主任委員はタイ人出稼ぎ労働者の台湾での雇用促進に関する覚書

締結のため， 月 日にタイを訪問する予定だった。しかし，タイ政府は 日に

一つの中国 政策を理由にビザの発給を拒否した。台湾は 相互信頼の原則に

反する として，タイ人労働者の受け入れに関する双方の協議を無期延期すると

年の台湾



タイに通告した。約 万人のタイ人労働者（外国人労働者全体の約 割弱，国別で

は第 位）を受け入れる台湾との関係悪化は経済的打撃も大きいと判断したタイ

のタクシン首相は 日，陳労工委員会主任委員のタイ訪問目的が経済に限定した

ものであれば，ビザ発給を認めるとスラキアット外相に指示した。結局，台湾と

タイは 月 日，バンコクで陳労工委員会主任委員とタイのスワット労相の立会

いの下，在タイ台北経済文化事務処の黄顕栄代表と在台湾タイ貿易経済事務所の

ピヤワット代表がタイ人労働者雇用に関する協定に調印した。

陳総統，アフリカを訪問

陳総統は 月 日より，セネガル，サントメプリンシペ，マラウイ，スワジラ

ンドの カ国を訪問した。アフリカ訪問は就任以来 度目であるが，セネガル，

サントメプリンシペ，マラウイの カ国を台湾総統が訪問したのは初めてである。

協力互助と思いやりの旅 と命名した今回のアフリカ訪問で，陳総統は各国で

精力的に友好活動を展開した。 セネガル 月 日にワッド大統領と会談，

日には台湾の援助で完成したダカールからチェス市まで の道路開通式に出席，

サントメプリンシペ 日にメイニシ大統領の歓迎を受けた後，台湾の援助で

開設された国立図書館を視察し，台湾の医療チームを慰問， マラウイ 日に

ムルジ大統領と米の無償援助について協議した。台湾は 年 月に第 次分と

して 万 相当の米を援助したが，今回は第 次分として新たに 万 相当を援

助する協定に調印した， スワジランド 日に台湾が送り込んだ農業，繊維，

水力発電，コンピュータなど各技術チームを視察，国王のオズワティ三世との会

談で双方の 年以上続いている友好関係を強調した。

対中米関係

呂副総統は 月 日，陳総統の特使としてニカラグアのポラニュウ新大統領の

就任式に参列し， 日にはパラグアイを訪問した。中米の友好国ニカラグア，エ

ルサルバドル，ホンジュラス訪問のため，簡外交部長は 月 日に台北を出発し

た。簡部長は， 日にニカラグアの首都マナグアで開催された 第 回中華民国

と中米諸国協力委員会外相会議 に出席し，台湾が各種国際組織に参加すること

への支持を明記した共同声明に署名した。さらに台湾を 中米統合体 に域外オ

ブザーバーとして受け入れる議定書にも署名した。游行政院長も 月 日から

日の日程でハイチ，パナマ，コスタリカ，ベリースなど中米 カ国を歴訪した。

対中依存を深める台湾経済



游院長は， 日にパナマでパサン副大統領と 自由貿易協定諮問連合声明 に調

印したことについて， パナマは日米に先んじて，台湾と最初の FTA 締結国に

なるかもしれない と述べた。一方，グアテマラのカベレラ大統領（ 月 日），

パラグアイのコンザレス大統領（ 月 日），ホンジュラスのマドゥーロ大統領（

月 日），ドミニカ共和国のメヒヤ大統領（ 月 日）が相次いで台湾を訪問した。

年の課題

年 月の高雄市長選では国民党と親民党の選挙協力により，台湾南部の政

治基盤に強い民進党候補が圧倒的勝利をあげることができなかった。一方，台北

市長選では国民党候補が圧勝した。陳政権にとって野党勢力のもつ脅威が無視で

きない存在となった。 年春の総統選で野党が統一候補を立てるようなことに

なれば，陳総統は再選のための戦略を練り直さなければならないだろう。台湾経

済が対中依存を強めるなかで，政治的に対中強硬姿勢を示している陳総統が，総

統選の主要な焦点である対中政策をどう展開していくのか，注目に値する。

年には台湾の輸出増にもデフレにも中国経済が大きく影響した。ともに

WTOに加盟した以上，中台の経済関係が緊密化するのは必然的である。 年

において失業率と民間消費が大幅に改善される見込みは低いことから，民間投資

の強い回復も望めない。不良債権，金融業界の再編，基幹産業の中国移転に伴う

産業空洞化などの問題も山積している。行政院主計処は， 年の経済成長率を

％，消費者物価上昇率を ％増と予測している。

中国の外交包囲網が台湾の外交空間を狭めるなかで，台湾は 年に外交関係

のないシンガポール，日本，アメリカ，ニュージーランドなどとの間で FTA 交

渉の準備を進めてきた。加速する中国との経済統合に警戒感を強めている台湾は，

年においても積極的に FTA 外交を推し進めて，台湾の独自性を保つことに

努めるであろう。

（中国問題専門家）

年の課題

年の台湾



日 中国の対台湾民間交流機関 海峡両

岸関係協会 ，マカオに駐在事務所を開設。

日 初の中国籍の観光客（日本在住華僑）

人，台北に到着。

日 行政院，外国人の重要インフラ建設

や農業経営への投資に関する一定面積の土地

取得規定を可決。

日 行政院，中国大陸の農工業製品

品目（全産業品目の ％相当）の輸入を解禁。

日 立法院， 月 日国民党の提案で可

決された財政収支区分修正法の再審議を覆す

よう求める行政院の提案を採択。

日 中華航空，台北 デリー（インド）に

週 便の定期路線を就航。

日 游錫 行政院長，初の施政方針演説

で，中台間での人員の相互派遣を提案。

日 金門島料羅港に中国から初の貨物船

中州号 （アモイ国貿集団所属）が入港。

月 日 軍の構造改革を目指す 国防法

と 国防部組織法 の国防 法，正式に施行。

行政院労工委員会， 両性労働平等法

の関連 法を可決。 日に施行。

日 台米防衛サミット，米フロリダ州セ

ントピーターズバーグで開催（ 日）。湯曜

明国防部長が参加。

日 中国の戴相龍中国人民銀行総裁，台

湾の彰化銀行と世華聯合銀行に初めて中国で

の駐在員事務所設立を認可したと述べる。

日 呂秀蓮副総統，ハンガリーのブダペ

ストで開かれる 世界自由連盟 の年次大会

に出席するため，台北を出発。

日 米上院，台湾のWHOへのオブザー

バー参加を支持する法案を可決。

日 宗才怡経済部長，健康を理由に辞任。

後任に林義夫経済部次長の昇格が決定。

監察院， 年にフランスからのフリ

月

重要日誌重要日誌 台 湾 年台 湾 年

月 日 台湾，WTOに正式加盟。

日 中央銀行，台湾初の 元札を発行。

日 呂秀蓮副総統，ニカラグアとパラグ

アイ訪問のため，台北を出発（ 日）。

荘銘耀前台北駐日経済文化代表処代表死

去， 歳。

日 行政院，空港や港湾周辺に開設する

自由貿易港区計画 を採択。

日 台湾産業ハイテク推進協会が成立。

日 陳水扁総統，台湾の新パスポートの

表紙に Taiwan の表記を加える方針を発表。

日 行政院，中国大陸資本のサービス業

への投資を一部解禁すると発表。

日 陳水扁総統，内閣総辞職に伴って辞

任を表明した張俊雄行政院長の後任に游錫

総統府秘書長を任命したと発表。

日 中国の銭其 副首相，台湾の民進党

員が適当な身分で中国を訪問することを歓迎

すると初めて公式に呼びかけ。

日 台湾の県，市会議員と市，郷，鎮の

首長選挙で，野党の国民党が勝利。

日 中国の国務院台湾事務弁公室，独立

派と見られる台湾の陳水扁総統，呂秀蓮副総

統の訪中を認めない方針を表明。

行政院，モンゴル共和国を中国大陸地区

の範囲外とする 台湾地区と大陸地区人民関

係条例 施行細則第 条修正案を可決。

日 張俊雄行政院長が発表した台湾初の

人権政策白書 ，台湾住民の自決権を強調。

月 日 游錫 内閣，正式に発足。初の女

性経済部長に宗才怡中華航空総経理が就任。

中国対外貿易経済合作部等 関係部署，

中国漁業労働者の台湾漁船での就業を禁止。

立法院，院長に現職の王金平院長，副院

長に江丙坤元経済建設委員会主任委員を選出。

両氏とも国民党籍。

月

月



ゲート艦購入をめぐる汚職疑惑事件で，当時

の参謀総長 柏村元行政院長が関与として，

司法機関の捜査を求める報告書をまとめた。

週刊誌 壱週間 ，国家安全局は 年

から 億元の機密費を作り，李登輝前総統の

下で，対日，対米工作に使用したと暴露。陳

水扁総統は 日，機密費の存在を認める。

日 国家バイオテクノロジー産業策進会，

正式に成立。

日 行政院，国家機密保護法草案を可決。

日 游錫 行政院長，半導体 のシリ

コンウエハーの対中国投資の解禁を発表。

日 総統府政府改造委員会，行政院を

の部，総署，委員会に再編する最終改革案を

発表。 年 月 日より実施。

日 台湾東部の宜蘭県南澳で震度 ，台

北で震度 の強い地震，死者 人。

月 日 陳水扁総統，総統として初めて立

法院で 国情報告 を行う。

立法院，中国企業による台湾での不動産

投資を許可制で認める関係条例修正案を採択。

日 グアテマラのカベレラ大統領，来訪。

日 アメリカで超党派による初めての

台湾議員連盟 （ 人）が発足。

日 国民党の連戦主席，訪米（ 日）。

日 民進党，台北市で臨時全国党員代表

大会を開催。

日 簡又新外交部長，ニカラグア，エル

サルバドル，ホンジュラス訪問のため，台北

を出発（ 月 日）。

月 日 台北市， 日から大幅な給水制限

に踏み切ると発表。

日 約 万人の 台湾正名（中華または

中国を台湾の名称に正す）運動 ，台北でデモ。

日 屏東県九鵬基地で，国産の地対空ミ

サイル 天弓 型 の試射に成功。

日 WHO総会，台湾のオブザーバー参

月

月

加問題を議題にしないことを決定。

日 台湾で初めて日本のプロ野球公式戦

（ダイエー対オリックス）を行う。

日 台湾の世華連合銀行，台湾の銀行と

して初めて上海市に事務所を正式開設。

日 台湾の中国石油公司と中国の中国海

洋石油総公司，台北で台湾海峡での海底油田

共同探査事業契約に調印。

日 台北発香港行きの中華航空機，澎湖

諸島付近の海上に墜落， 人が死亡。

日 行政院大陸委員会，北京大学の林毅

夫教授（ 年前中国へ逃れた元台湾軍将校）が

亡父の葬儀参加のために希望した一時帰郷を

許可。林教授は最終的に帰郷を断念。

月 日 行政院，第 回全民防衛会議動員

準備業務会議を開催。

立法院，デモ行進に際し，禁止された中

台分離や共産主義の主張などを禁止項目から

外す改正案を通過。

日 辜濂松無任所大使一行 人，ウラン

バートルで開催された第 回台湾モンゴル経

済協力会議に出席。

日 台湾プラスチック工業の王永慶会長，

北朝鮮を訪問。

日 訪米中の王立申戦略計画局長，米国

防総省でブルックス国防次官補代理と会談。

立法院，姚嘉文元民進党主席を考試院の

院長に指名する陳水扁総統の提案を可決。

日 余政憲内政部長，台湾の政府機関や

各学校などに掲げられている蒋介石，蒋経国

元総統の肖像を取り外すと発表。

日 中央銀行， 日から公定歩合を

％引き下げ，年 ％にすると発表。

立法院，不良債権の処理と金融システム

の改革を目指す金融関連法案を採択。

日 陳水扁総統，セネガル，サントメプ

リンシぺ，マラウイ，スワジランド訪問のた

月

台 湾



め，台北を出発（ 月 日）。

月 日 米国在台協会のダグラス・パール

台北事務所長が着任。

中央銀行，台湾初の 元札を発行。

日 台湾の各銀行，中国の中国工商銀行

など主要銀行との直接送金を扱う業務を開始。

日 陳菊労工委員会主任委員，モンゴル

人労働者の台湾への受け入れについて協議す

るため，モンゴルを訪問（ 日）。

日 海上警察など救助隊，高雄付近の海

上で火災を起こした停泊中の漁船 元勝

号 の中国人やベトナム人漁民 人を救出。

中国漁民 人が行方不明。

日 台日国会議員交流聯誼会訪日団一行

人，東京で日本の国会議員団約 人と 日

台国会議員交流会議 を開催。

日 民進党の第 期全国党員代表大会，

台北市で開催。陳水扁総統，第 代民進党主

席を兼任。

日 外交部，ナウル共和国と即日断交，

一切の経済，技術援助も停止と発表。

月 日 行政院労工委員会，インドネシア

労働者の台湾への入国を凍結。

日 経済部，台湾の企業や個人による中

国への直接投資を解禁。

日 陳水扁総統，東京で開催中の第 回

世界台湾同郷会の年次総会で，中台関係を

一辺一国（それぞれ一つの国） としたうえ

で，台湾の将来を決める住民投票法制定の重

要性を強調するメッセージを送る。

日 中国共産党と中国政府，陳水扁総統

の 一辺一国 論を強く批判。

游錫 行政院長，ハイチ，パナマ，コス

タリカ，ベリーズ訪問のため，台北を出発

（ 日）。

日 李登輝前総統派の新政党 台湾団結

連盟 ，台北で設立大会。

月

月

日 呂秀蓮副総統，インドネシアを私的

訪問（ 日）。

日 日本政府，台湾に対する ODA 予算

の無償技術協力を 年度で打ち切ると表明。

日 国民党第 回中央委員会第 回全体

会議，連戦主席を第 回総統選挙の候補とす

る議案を可決。

日 非公式な安全保障会議 米日台三辺

戦略会議 ，台北で開催。

パラグアイのコンザレス大統領，台湾を

訪問（ 日）。

日 陳水扁総統，外交，中台経済関係，

自由貿易協定などについて，総統府，行政院，

民進党各首脳の意見の一致を図るため，台北

近郊で大渓会議を開催。

日 日本外務省の水野賢一政務官，台湾

訪問を認められないことで辞表を提出。

日 タイのタクシン首相，陳菊行政院労

工委員会主任委員の入国ビザ発給拒否問題で，

スラキアット外相にビザ発給を指示。

月 日 外交部，外交関係のないモンゴル

のウランバートルに台北経済文化代表処開設。

日 許水徳前考試院長，台湾の対日窓口

機関 亜東関係協会 の会長に就任。

日 行政院，南向政策と自由貿易協定促

進策は，行政院長が直接指揮することを決定。

日 米国防総省，約 億 万 相当の

空対空ミサイル，対戦車ミサイルなどの兵器

を台湾に売却することを議会に通告。

日 康寧祥国防部副部長，米国防総省で

ウォルフォビッツ国防副長官と初の公式の次

官級会談。

日 国連総会の一般委員会，ガンビアな

どが提案した台湾の国連加盟案について，加

盟案を総会の正式議題としないことを議決。

日 シンガポールのリー・クアンユー上

級相，来訪（ 日）。

月

年 重要日誌



日 陳水扁総統の呉淑珍夫人が訪米（

日）。 日，ボルトン米国務次官と会見。

日 外交部， 月 日に発行予定の新パ

スポートの表紙に Taiwan の英文表記を

付記しないことを発表。

日 李登輝前総統， 沖縄タイムス 紙

で 尖閣諸島は日本の領土 と発言。

月 日 行政院，ローマ字表記に台湾独自

の 通用 音（ピンイン） の採用を決定。

日 外国為替市場で 台湾元

と 年 月以来の安値。

日 国防部，陸軍ミサイル指揮部所属の

王宜宏中尉が中国に逃亡したことを確認。

日 ホンジュラスのマドゥーロ大統領，

来訪（ 日）。

日 立法院，中国が沿海地域に配備した

ミサイルの撤去を呼びかける決議案を可決。

日 蘭嶼民族自治議会，正式に成立。

日 李遠哲中央研究院院長，陳水扁総統

の代理としてメキシコのロスカボスで開かれ

たAPEC非公式首脳会議に出席。

月 日 王金平立法院長訪日（ 日）。綿

貫民輔衆院議長（ 日），倉田寛之参院議長

（ 日）をそれぞれの議長公邸で表敬訪問。

日 中央銀行，公定歩合を ％引き下

げ，年 ％に。

日 日本外務省，李登輝前総統の訪日ビ

ザ発給が困難との見解を表明。

台湾訪問中の民主党の菅直人前幹事長，

陳水扁総統と会談。

日 台湾と ASEANの国会議員聯誼会，

台北で成立。

日 立法院， 環境基本法 を採択。

日 農会（農協）と漁会（漁協）の金融部門

改革に反対する農民 万人，台北で抗議デモ。

日 李庸三財政部長と范振宗農業委員会

主任委員，農漁業政策をめぐる混乱の責任を

月

月

とる形で辞任。後任に林全主計局長と李金竜

動植物防検疫局長が就任（ 日）。

米国防総省，キッド級の誘導ミサイル駆

逐艦 隻と関連装備（ 億 万 相当）を台

湾に売却する計画を議会に通告。

日 チャド訪問中の簡又新外交部長，同

国のデビ大統領と会見。

全国農業金融会議，台北で開催。

月 日 ドミニカ共和国のメヒヤ大統領，

来訪。

台湾とタイ，バンコクで台湾でのタイ人

労働者雇用に関する協定に調印。

日 中国，鉄鋼セーフガード発動問題で，

WTOセーフガード協定に基づく 中国と中

華台北間協議 に応じることをWTO事務局

に文書で正式通知。

日 台北市と高雄市で，市長と市議の同

時選挙を挙行。国民党の馬英九台北市長と民

進党の謝長廷高雄市長の現職候補が当選。

日 国民党の連戦主席と親民党の宋楚瑜

主席，党首会議で 年の次期総統選で野党

統一候補擁立で合意。

日 日本李登輝友の会，東京で設立大会。

日 経済部，台湾企業による中国での不

動産投資を条件付きで解禁。

日 立法院， 年 月から米が関税化

される食糧管理法などの修正案を採択。

韓国の大韓航空， 年 月 日までの

仁川と台北間の期間限定運航を開始。

中華航空，遠東航空，華信航空 社，来

年旧正月の中台間の春節直行チャーター便運

行を，中国民航に正式に申請。

日 高雄地検，高雄市議長選をめぐる買

収疑惑で無所属の朱安雄議長を逮捕。

日 中華航空，次期主力機として エア

バス A 機と ボーイング

機を購入すると発表。

月

台 湾



参考資料参考資料 台 湾 年台 湾 年

政府機構図（ 年 月末現在）

国民大会� 総　統�

副総統�

総統府�
国　史　館�

中央研究院�

国家安全会議�

各種委員会�

立　法　院� 行　政　院�

内政部�

外交部�

国防部�

財政部�

教育部�

法務部�

経済部�

交通部�

蒙蔵委員会�

僑務委員会�

秘書処�

主計処�

人事行政局�

新聞局�

衛生署�

環境保護署�

中央銀行�

1）�

2）�

北美事務強調委員会�

経済建設委員会�

原子能委員会�

国家科学委員会�

農業委員会�

客家委員会�

5）�

6）�

7）�

市議会�

区公所�
直轄市政府�

市議会�

区公所�
省政府�

市政府�

郷（鎮・市）民�
代　表　会�

県政府�

県議会�

郷公所�

鎮公所�

市公所�

考選部�

銓叙部�

3）�

4）�

考　試　院�

各種委員会�

審計部�

司　法　院�

各級法院�

行政法院�

公務員懲戒委員会�

監　察　院�

8）�

行政体系線� 行政組織関係線�

労工委員会�

大陸委員会�

その他の各種委員会�

�

（注） ）モンゴル・チベット委員会。 ）華僑事務委員会。 ）（公務員）登用試験・審査任用部。
）（公務員）任用考課部。 ）北米事務協調委員会。 ）原子力委員会。 ）客家委員会は 年
月 日成立。 ）予算・財務収支審査部。



（ 年 月 日現在）

（出身） （年齢）

行政院長 游錫 台湾省宜蘭県 歳

同副院長 林信義 台湾省台南市 歳

政務委員 邱義仁 台湾省台南県 歳

政務委員 陳其南 台湾省屏東県 歳

政務委員 林盛豊 台湾省基隆市 歳

政務委員 黄輝珍 台湾省彰化県 歳

政務委員 蔡清彦 台湾省新竹県 歳

政務委員 胡勝正 台湾省宜蘭県 歳

政務委員 郭瑤 台湾省花蓮県 歳

政務委員 葉俊栄 台湾省台南県 歳

内政部長 余政憲 台湾省高雄県 歳

外交部長 簡又新 台湾省桃園県 歳

国防部長 湯曜明 台湾省台中県 歳

財政部長 林 全 江蘇省淮安県 歳

教育部長 黄栄村 台湾省彰化県 歳

法務部長 陳定南 台湾省宜蘭県 歳

経済部長 林義夫 台湾省台北市 歳

交通部長 林陵三 台湾省高雄市 歳

蒙蔵委員長 許志雄 台湾省基隆市 歳

僑務委員長 張富美 台湾省雲林県 歳

（ 年 月 日，民進党第 回全国党員代

表大会で進出，任期 年）

．中央常務委員（ 名，うち 名選出，

は非選出）

陳水扁 游錫 張俊雄 張俊宏 柯建銘

陳其邁 謝長廷 蔡同栄 陳勝宏 蘇貞昌

高志鵬 洪其昌 林錫耀 陳 菊 許栄淑

．中央執行委員（ 名）

蘇貞昌 蔡天啓 許栄淑 陳勝宏 黄 秀

洪耀福 張花冠 林国雄 蔡同栄 陳昭南

許金鈍 陳美寿 邱永仁 陳其邁 高志鵬

羅文嘉 陳 菊 林岱樺 鄭貴蓮 尤 宏

謝長廷 林錫耀 洪其昌 劉世芳 林純美

劉俊雄 蔡煌瑯 蔡啓芳 管碧玲 蘇嘉全

．中央評議委員（ 名）

林進興 張貴木 頼家雄 陳素芬 杜文卿

鍾佳濱 呉秉叡 林国華 沈富雄 林永堅

藍美津

台 湾

游錫 内閣名簿

（注） 游錫 内閣は 年 月 日発足。
林義夫経済部長は 年 月 日，宗才怡
前経済部長（女）の辞任に伴い就任。 林全
財政部長は 年 月 日，李庸三前財政
部長の辞任に伴い就任。 余政憲内政部長
は台湾省政府主席を兼任。 は女性。

民進党第 回中央常務委員，中央

執行委員，中央評議委員

（注） 非選出の中央常務委員のうち，陳水扁民
進党主席と柯建銘立法院民進党団総召集人
は自動的に中央常務委員の資格を持つ。游
錫 ，張俊雄，張俊宏各中央常務委員は陳
水扁民進党主席が指名。



年 参考資料

国 名 国交樹立 備 考
オセアニア（ カ国）

ツ バ ル

ソロモン諸島

バヌアツ共和国

パプアニューギニア

フィジー共和国

マーシャル諸島共和国

パラオ共和国

領事級関係

相互承認関係

相互承認関係

相互承認関係

ヨーロッパ（ カ国）
バチカン市国 年最後の大

使が離任
アフリカ（ カ国）

マラウィ共和国

スワジランド共和国

リベリア共和国

ブルキナファソ
（旧オートボルタ）

ガンビア共和国

セネガル共和国

サントメ プリン
シペ民主共和国

チャド共和国

復交

復交

復交

断交

断交

断交

大使館閉鎖
台湾

駐セネガル経
済および技術
協力事務所
閉鎖 （注） バヌアツ共和国，パプアニューギニ

ア，フィジー共和国は台湾と相互承
認関係にある。台湾と正式に国交を
締結している国は カ国。
台湾は 年 月 日にナウル共和
国と断交。

台湾と外交関係のある国（ 年 月現在）

国 名 国交樹立 備 考
ラテンアメリカ（ カ国）

コスタリカ
共 和 国

パナマ共和国

グアテマラ
共 和 国

ハイチ共和国

エルサルバドル

パラグアイ
共 和 国

ホンジュラス
共 和 国

セントビンセント
グレナディン諸島

ドミニカ共和国

セントクリスト
ファー ネビス

グ レ ナ ダ

ベ リ ー ズ

ニカラグア
共 和 国

ド ミ ニ カ 国

現在

現在

復交

公使館設置
大使館級関係

公使館設置

公使館設置
大使館に昇格

公使館設置
大使級関係

公使館設置
大使館に昇格

公使館設置
大使館に昇格

断交

公使派遣



主要統計主要統計 台 湾 年台 湾 年

基礎統計

（注） 人口は年末値。 年は 月値。
（出所） 行政院主計処 中華民国統計月報 年 月。 The Central Bank of China,

, Dec.

支出別国内総生産（名目価格） （単位 億台湾元）

（注） 年は予測値。
（出所） 行政院主計処 台湾地区国民経済動向統計季報 年 月。

産業別国内総生産（名目価格） （単位 億台湾元）

（出所） 表 に同じ。

人 口（ 人）
労 働 力 人 口（同上）
消費者物価上昇率（％）
失 業 率（％）
為替レート（ 米ドル 台湾元）

消 費 支 出
政 府
民 間
総 固 定 資 本 形 成
在 庫 増 減
財 ・ サ ー ビ ス 輸 出
財 ・ サ ー ビ ス 輸 入
国 内 総 生 産（GDP）
海 外 純 要 素 所 得
国 民 総 生 産（GNP）
実質 GDP 成長率（％）

農 業 ・ 漁 業 ・ 林 業
鉱 業 ・ 採 石
製 造 業
建 設 業
電 気 ・ ガ ス ・ 水 道
運 輸 ・ 通 信 ・ 倉 庫
商 業 ・ 飲 食
金融・保険・不動産
ビ ジ ネ ス サ ー ビ ス
社会・個人サービス
政 府 サ ー ビ ス
そ の 他 の サ ー ビ ス
減 帰 属 利 子
加 輸 入 税
加 付 加 価 値 税
国 民 総 生 産（GNP）



国・地域別貿易 （単位 万ドル）

（出所） 行政院主計処 中華民国統計月報 年 月。

国際収支 （単位 万ドル）

（出所） 表 に同じ。

年 主要統計

輸 出 輸 入 輸 出 輸 入 輸 出 輸 入
ア メ リ カ
日 本
ア ジ ア
韓 国
香 港
シ ン ガ ポ ー ル

タ イ
フ ィ リ ピ ン
マ レ ー シ ア
イ ン ド ネ シ ア
ド イ ツ
イ ギ リ ス
カ ナ ダ
そ の 他
合 計

．経 常 収 支
貿 易 収 支
輸 出（F O B）
輸 入（F O B）

サー ビ ス 収 支
受 取
支 払
所 得 収 支
受 取
支 払
経 常 移 転 収 支
．資 本 勘 定
．金 融 勘 定
直 接 投 資（純）
対外直接投資
対内直接投資

証 券 投 資（純）
資 産
負 債

その他投資（純）
資 産
負 債

．誤 差 脱 漏
．準備資産増減
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